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第１章 はじめに 

（１）防災指針策定の背景 

近年、全国各地で河川堤防の決壊等による浸水や土砂災害が発生し、人命、家

屋、及び社会経済に甚大な被害が生じており、今後も気候変動等の影響により、

自然災害が激甚化・頻発化することが懸念されます。このような自然災害の激甚

化・頻発化を踏まえ、災害リスクを勘案した防災まちづくりを進めていくことが

必要であることから、令和 2年 6月に「安全なまちづくり」を推進するため、改

正都市再生特別措置法等が公布され、令和 2年 9月の改正法施行により、立地適

正化計画の記載事項として「防災指針」が追加されました。 

館林市（以下、本市という。）においては、洪水浸水想定区域が広く存在し、

居住誘導区域と重なる箇所も見られます。よって、居住誘導区域内における災害

リスクを把握し、防災まちづくりに向けた取組を講じるため、「防災指針」を策

定します。 

 

（２）防災指針の概要 

防災指針とは、居住や都市機能の誘導を図る上で必要となる都市防災に関する

機能確保を図るための指針であり、居住誘導区域内等で行う防災・減災対策と併

せて立地適正化計画に定めるものです。 

 

図 1 防災指針の概要 

出典：水災害対策とまちづくりの連携関係制度資料集（令和 4 年 4 月版 ver1.0）） 
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（３）防災指針の位置づけ 

防災指針は、都市再生特別措置法に基づく、立地適正化計画における居住誘導

区域の都市の防災に関する機能の確保に関する指針として記載するものであるた

め、館林市立地適正化計画の一部として作成します。 

この防災指針は、長期的な都市の将来像を示す都市計画マスタープランに整合

し、館林市国土強靭化地域計画や館林市地域防災計画などの防災関連計画と連

携・整合するものです。 

防災指針に位置づけた取り組みは、本市のみならず、国及び群馬県の施設管理

者とも協力しながら推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 防災指針の位置づけ 

 

  

館林市都市計画マスタープラン 
令和 3 年（2021）年 3 月改定 

館林市第６次総合計画 

令和 3（2021）年 3月策定 

即する 

 

 

●館林市国土強靱化地域計画 

令和 2 年（2020）3 月策定 

●館林市地域防災計画 

館林市 

東毛広域都市計画圏 

都市計画区域の整備、開発及び保全の方針 

（都市計画区域マスタープラン） 

群馬県 

上位計画 

都市計画に関する基本的な方針 

防災関連計画 

整合 

館林都市圏(館林市、飯倉町、明和町、千代田町、邑楽町) 

整合 
館林都市圏広域立地適正化に関する基本方針 

館林市立地適正化計画 

令和７年(2025)年〇月改定 

防災指針 

令和７年(2025)年〇月改定 

（立地適正化計画の一部） 



第 1章 はじめに 

3 

（４）検討対象範囲 

防災指針の検討対象範囲は、館林市全域です。検討対象エリアは以下のとおりです。 

 

■検討対象エリアについて 

区分 内容 

居住誘導区域内 居住誘導区域のエリア。都市機能誘導区域

が重なる場合も含む。 

居住誘導区域外の都市機能誘導区域 都市機能誘導区域のみのエリア。 

誘導区域外 居住誘導区域及び都市機能誘導区域外のエ

リア。 

 

 
図 3 居住誘導区域及び都市機能誘導区域の位置 

 

 

 



第２章 館林市における災害リスクの分析 

 

4 

第２章 館林市における災害リスクの分析 

（１）ハザード情報の収集及び整理 

１）ハザード情報等の収集 

防災指針の対象とするハザード情報及び対象河川は、以下のとおりです。 

 

■対象とするハザード情報 ※１ 

災

害 
ハザード情報 内容 

洪

水 

浸水深 計画規模（L1） 河川法に基づく河川整備基本方針におい

て、施設整備により将来的に防ごうとして

いる目標の降雨規模。河川によって、目標

降雨の規模は異なる。（年超過確率 1/10～

1/200 規模降雨 程度） 

想定最大規模(L2) 水防法に基づいて規定される想定し得る最

大規模の降雨。日本を降雨特性が似ている

15 の地域に分け、いままで降った雨から

想定することのできる、最大規模の大雨。

（年超過確率 1/1000 規模降雨 程度） 

浸水継続時間 ※２ 氾濫水が到達した後、屋外への避難が困難

となり孤立する可能性のある浸水深 0.5ｍ

に達してから、その水深を下回るまでにか

かる時間 

家屋倒壊等氾濫想定区域 

（氾濫流）※２ 

家屋の流失・倒壊をもたらすような洪水の

氾濫流が発生するおそれがある範囲 

家屋倒壊等氾濫想定区域 

（河岸侵食）※２ 

家屋の流失・倒壊をもたらすような洪水時

の河岸侵食が発生するおそれがある範囲 

※１ 館林市は「土砂災害特別警戒区域」及び「大規模盛土造成地」を含みません。 

※２ 一般的には想定最大規模降雨（L2）を想定して解析されています。 
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■計画規模（L1） 

対象河川 指定年月 降雨量 作成主体 

利根川 平成 29 年 7 月 20 日 336mm/72 時間 国土交通省関東地方整備

局利根川上流河川事務所 

国土交通省関東地方整備

局利根川下流河川事務所 

渡良瀬川 平成 29 年 7 月 20 日 434mm/72 時間 国土交通省関東地方整備

局利根川上流河川事務所 

国土交通省関東地方整備

局利根川下流河川事務所 

矢場川 平成 29 年 7 月 20 日 301mm/72 時間 国土交通省関東地方整備

局渡良瀬川河川事務所 

多々良川 平成 29 年 7 月 20 日 301mm/72 時間 国土交通省関東地方整備

局渡良瀬川河川事務所 

谷田川 平成 29 年 6 月 13 日 175mm/24 時間 群馬県県土整備部河川課 

秋山川 平成 29 年 7 月 20 日 434mm/72 時間 国土交通省関東地方整備

局渡良瀬川河川事務所 

旗川 平成 29 年 7 月 20 日 434mm/72 時間 国土交通省関東地方整備

局渡良瀬川河川事務所 

新堀川 令和 3年 1月 19 日 238mm/24 時間 群馬県県土整備部河川課 

 

■想定最大規模（L2） 

対象河川 指定年月 降雨量 作成主体 

利根川 平成 29 年 7 月 20 日 491mm/72 時間 国土交通省関東地方整備

局利根川上流河川事務所 

国土交通省関東地方整備

局利根川下流河川事務所 

渡良瀬川 平成 29 年 7 月 20 日 812mm/72 時間 国土交通省関東地方整備

局渡良瀬川河川事務所 

国土交通省関東地方整備

局利根川上流河川事務所 

矢場川 平成 29 年 7 月 20 日 944mm/72 時間 国土交通省関東地方整備

局渡良瀬川河川事務所 

多々良川 平成 29 年 7 月 20 日 944mm/72 時間 国土交通省関東地方整備

局渡良瀬川河川事務所 

谷田川 平成 29 年 6 月 13 日 664mm/24 時間 群馬県県土整備部河川課 

秋山川 平成 29 年 7 月 20 日 812mm/72 時間 国土交通省関東地方整備

局渡良瀬川河川事務所 

旗川 平成 29 年 7 月 20 日 812mm/72 時間 国土交通省関東地方整備

局渡良瀬川河川事務所 

新堀川 令和 3年 1月 19 日 690mm/24 時間 群馬県県土整備部河川課 
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図 4 浸水想定区域（計画規模）【館林市】 

 
図 5 浸水想定区域（想定最大規模）【館林市】 
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図 6 浸水継続時間【館林市】 

 
図 7 家屋倒壊等氾濫想定区域（氾濫流）【館林市】  
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図 8 家屋倒壊等氾濫想定区域（河岸侵食）【館林市】 
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（２）災害リスクの分析 

１）災害リスク分析の視点 

ハザード情報と都市情報等を重ね合わせ、どこで、どのような災害リスクが想定される

かを以下の視点で分析します。 

なお、家屋倒壊等氾濫想定区域（氾濫流）、家屋倒壊等氾濫想定区域（河岸侵食）につ

いては、いずれも居住誘導区域及び都市機能誘導区域内に存在しないため、災害リスク分

析の対象外とします。 

 

 

図 9 災害リスクの分析の視点 

 

■分析に使用する都市情報 

データ 出典 

建物データ（PLATEAU：LOD１） 館林市 

道路網（PLATEAU：LOD１） 館林市 

人口データ（250m メッシュ） 総務省統計局「令和２年国勢

調査」 

福祉施設 国土交通省「国土数値情報」 

医療機関 国土交通省「国土数値情報」 

上水道関連施設 国土交通省「国土数値情報」 

下水道関連施設 国土交通省「国土数値情報」 

 

  

ハザード情報 都市機能情報 分析方法 分析の視点 

住宅（高さ） 
浸水想定区域と建物分布（高さ情 
報）の重ね合わせ 

垂直避難での対応の可能性 

人口 
人口データと浸水域から影響人口を 
集計、避難所の分布と合わせて調査 

人的被害のリスク分析、避難 
者の受け入れ等 

避難所 避難所位置と浸水域の重ね合わせ 避難所の使用可否 
医療施設 医療施設と浸水域の重ね合わせ 医療施設の使用可否 
社会福祉施設 社会福祉施設と浸水域の重ね合わせ 社会福祉施設の継続使用可否 

道路網 

道路網と浸水域の重ね合わせ 
⇒車両高から道路冠水の可能性のあ 
る箇所の抽出 
⇒避難路としての閉塞可能性の抽出 

道路の通行可否 

住宅 
人口 

× 

洪水浸水深 
・想定最大規模 L2 
・計画規模 L1 

洪水浸水継続時間 3 日（72 時間）以上長期浸水する住 
宅の抽出、人口の整理 

長期浸水への対応の可能性 
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２）垂直避難の困難性（建物高さ×浸水深） 

浸水想定区域における浸水深と住宅の高さ情報を重ね合わせ、垂直避難の困難性につい

て評価を行いました。 

計画規模及び想定最大規模ともに居住誘導区域内では渡瀬駅や東武伊勢崎線の東側で垂

直避難が困難となるリスクが想定されます。計画規模では居住誘導区域内の約１割の住宅

で垂直避難が不可能ですが、想定最大規模では居住誘導区域内の約２割の住宅で垂直避難

が不可能となる可能性があります。 

 

■館林市内における垂直避難の可否別の住宅棟数割合（計画規模） 

垂直避難可否 

棟数割合 

居住誘導区域内 
居住誘導区域外の 

都市機能誘導区域 
誘導区域外 

可能 94.1% 87.8% 69.2% 

不可能 5.9% 12.2% 30.8% 

合計 100% 100.0% 100.0% 

 

 

 

図 10 垂直避難の困難性（L1：計画規模 ） 

  

垂直避難困難の可能性あり 
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■館林市内における垂直避難の可否別の住宅棟数割合（想定最大規模） 

垂直避難可否 

棟数割合 

居住誘導区域内 
居住誘導区域外の

都市機能誘導区域 
誘導区域外 

可能 81.2% 53.7% 48.3% 

不可能 18.8% 46.3% 51.7% 

合計 100% 100% 100.0% 

 

 

 

図 11 垂直避難の困難性（L2：想定最大規模 ） 

  

垂直避難困難の可能性あり 
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３）ハザードエリア内人口分布（浸水深×人口分布） 

計画規模及び想定最大規模の浸水深と人口分布を重ね合わせて、分析しました。計画規

模では浸水なしのエリア、想定最大規模では浸水深 0.5m 以上 3.0m 未満に居住している人

口が最も多い結果となっています。計画規模及び想定最大規模ともに、居住誘導区域の東

側で、浸水深が深く人口が多いことが分かります。 

 

■浸水深別の人口割合（計画規模） 

浸水深 

総人口に対する割合 

居住誘導区域内 
居住誘導区域外の

都市機能誘導区域 
誘導区域外 

浸水想定区域外 44.3% 0.9% 14.2% 

0.5m 未満 7.3% 0.0% 2.8% 

0.5m 以上 3.0m 未満 41.7% 53.8% 28.4% 

3.0m 以上 5.0m 未満 5.9% 32.5% 33.0% 

5.0m 以上 10.0m 未満 0.7% 12.8% 21.6% 

10.0m 以上 20.0m 未満 0.0% 0.0% 0.0% 

20.0m 以上 0.0% 0.0% 0.0% 

合計 100.0% 100.0% 100.0% 

※メッシュでの集計のため、実際の人口とは異なる可能性があります。 

 

■浸水深別の人口割合（想定最大規模） 

浸水深 

総人口に対する割合 

居住誘導区域内 
居住誘導区域外の

都市機能誘導区域 
誘導区域外 

浸水想定区域外 8.3% 0.0% 4.3% 

0.5m 未満 4.1% 0.0% 0.7% 

0.5m 以上 3.0m 未満 55.8% 0.9% 14.6% 

3.0m 以上 5.0m 未満 27.2% 53.8% 34.5% 

5.0m 以上 10.0m 未満 4.5% 45.3% 45.9% 

10.0m 以上 20.0m 未満 0.0% 0.0% 0.0% 

20.0m 以上 0.0% 0.0% 0.0% 

合計 100.0% 100.0% 100.0% 

※メッシュでの集計のため、実際の人口とは異なる可能性があります。 
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図 12 居住誘導区域内の浸水深（計画規模）と人口 

 

 

 
図 13 居住誘導区域外の都市機能誘導区域の浸水深（計画規模）と人口 

  

※高さは人口を表す 

※高さは人口を表す 
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図 14 居住誘導区域内の浸水深（想定最大規模）と人口 

 

 
図 15 居住誘導区域外の都市機能誘導区域の浸水深（想定最大規模）と人口 

 

 

  

※高さは人口を表す 

※高さは人口を表す 
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４）長期浸水の可能性（浸水継続時間×（建物・人口）） 

①建物 

長期浸水による孤立リスクを分析するため、0.5ｍ以上の浸水継続時間と建物分布の重ね

合わせを行い、長期浸水の可能性を評価しました。居住誘導区域内では約２割の住宅が長

期浸水により孤立リスクの可能性があります。 

渡瀬駅周辺や居住誘導区域の東側、都市機能誘導区域内の館林駅の東側で長期浸水によ

る孤立リスクの可能性が想定されます。 

 

 
図 16 孤立リスクの可能性建物分布図（浸水継続時間 72 時間以上） 

 

図 17 浸水継続時間別の住宅数割合 

長期浸水による孤立の可能性あり 
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① 人口 

浸水継続時間が 72 時間以上の区域に居住している人口を抽出し、長期浸水による孤立リ

スクを分析しました。建物分布と同様に居住誘導区域や都市機能誘導区域の東側で長期浸

水の可能性のある人口が 200人以上となっている地域が多くなっています。 

 

 
図 18 浸水継続時間 72 時間以上となる区域の人口 
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５）ハザードエリア内の都市施設（浸水深×都市機能施設） 

①避難所 

計画規模及び想定最大規模の浸水想定区域と避難所を重ね合わせ、避難所等の浸水深お

よび氾濫による倒壊の危険性を確認しました。 

避難所が位置するエリアでの最大浸水深は 3.0m以上 5.0m未満です。避難所 46 か所のう

ち計画規模では 17 か所、想定最大規模では 29 か所が浸水想定区域内にあります。計画規

模及び想定最大規模ともに渡瀬駅の南側で避難所から半径 500m 範囲から外れており、避難

困難のリスクが想定されます。想定最大規模については多々良駅周辺や館林駅の西側で避

難困難のリスクが想定されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 19 浸水想定区域（計画規模）と避難所 

  

避難困難の可能性あり 
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図 20 浸水想定区域（想定最大規模）と避難所 

  

避難困難の可能性あり 
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② 医療・福祉施設 

浸水想定区域の計画規模及び想定最大規模について福祉施設及び医療施設を重ね合わせ、

福祉施設及び医療施設ごとの浸水深を確認しました。 

医療施設については計画規模で 47 施設、想定最大規模で 75 施設、福祉施設については

計画規模で 115施設、想定最大規模で 191 施設が浸水想定区域内に位置しています。 

想定最大規模の最大浸水深 5.0ｍ以上 10ｍ未満に位置する施設は医療施設で２施設、福

祉施設で 11施設となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 21 浸水深（計画規模）と医療施設 
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図 22 浸水深（想定最大規模）と医療施設 

 
図 23 浸水深（計画規模）と福祉施設 

5m 以上の浸水が見込まれる施設

あり 

5m 以上の浸水が見込まれる施設

あり 
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図 24 浸水深（想定最大規模）と福祉施設 
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６）浸水による道路冠水の可能性（浸水深×道路） 

計画規模及び想定最大規模の浸水深と道路を重ね合わせ、浸水深 0.5m 以上

に位置する道路を抽出し、浸水による道路冠水に伴う避難困難のリスクを分

析しました。 

計画規模については渡瀬駅周辺や居住誘導区域の東側で浸水深 0.5m となっ

ており、想定最大規模については城沼の北側や居住誘導区域の南側で避難困

難となる可能性があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 25 浸水エリアにある道路の浸水深（計画規模） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 26 浸水エリアにある道路の浸水深（想定最大規模） 

避難困難の可能性あり 

避難困難の可能性あり 
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（３）地区別の災害リスク評価結果 

１）概要 

防災指針の検討にあたり、立地適正化計画に定められている中心拠点（館林駅周辺地区）

及び地域拠点（成島駅南周辺地区、城沼東部地区）の３つの地区について災害リスクの評

価を行いました。 

災害リスクの評価にあたり、計画規模及び想定最大規模の浸水想定区域、浸水継続時間、

都市機能施設を重ね合わせ、各地区における防災上の課題や想定されるリスクについて整

理しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 27 個別評価地区の設定位置 

  

館林駅周辺地区 

城沼東部地区 

成島駅南周辺地区 
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２）館林駅周辺地区 

館林駅周辺地区の災害リスクについて以下のとおり、整理しました。 

 

 
図 28 館林駅周辺地区における災害リスク評価（計画規模） 

 
図 29 館林駅周辺地区における災害リスク評価（想定最大規模） 

館林駅南側の都市機能誘導区
域のみのエリアが浸水想定区
域の範囲になっている。 

居住誘導区域内でも浸水想定
区域内となっている。 

浸水深 0.5m 以上に位置する
都市機能施設は 1 階部分の浸
水が想定される。 

館林駅南側の都市機能誘導区域のみ
のエリアで浸水深 3.0m 以上となって
いる。 

居住誘導区域でも浸水深 0.5m 以上と
なっているため、床上浸水の可能性
が想定される。 
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図 30 館林駅周辺地区における災害リスク評価（浸水継続時間） 

 

３）成島駅南周辺地区 

成島駅南周辺地区の災害リスクについて以下のとおり、整理しました。 

 
図 31 成島駅南周辺地区における災害リスク評価（計画規模） 

最大で 336 時間（約 2 週間）0.5m 以上の
浸水が想定されており、長期浸水の可能性
が想定される。 

居住誘導区域内においても 0.5m
以上の浸水が 72 時間以上（約 3
日間）継続する可能性がある。 

一部の居住誘導区域内で
0.5m 未満の浸水が想定され
る。 
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図 32 成島駅南周辺地区における災害リスク評価（想定最大規模） 

 
図 33 成島駅南周辺地区における災害リスク評価（浸水継続時間） 

 

 

居住誘導区域でも浸水深 0.5m 以上と
なっているため、床上浸水の可能性
が想定される。 

浸水が 72 時間以上（約 3 日間）では
ないものの、1 日程度、浸水が継続す
る可能性がある。 

都市機能施設が浸水深 0.5m 以上
に位置している。 
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４）城沼東部地区 

城沼東部地区の災害リスクについて以下のとおり、整理しました。 

 
図 34 城沼東部地区における災害リスク評価（計画規模） 

 
図 35 城沼東部地区における災害リスク評価（想定最大規模） 

一部の都市施設が浸水深 0.5ｍ以上に
位置している 

アゼリアモールが位置する都
市機能誘導区域のみのエリア
は浸水深 0.5m 以上となって
いる。 

都市機能誘導区域のみのエリアで浸
水深 3.0m 以上となっている。 

居住誘導区域でも浸水深 0.5m 以上と
なっているため、床上浸水の可能性
が想定される。 
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図 36 城沼東部地区における災害リスク評価（浸水継続時間） 

 

 

 

 

最大で 168 時間（約 1 週間）0.5m 以上の
浸水が想定されており、長期浸水の可能性
が想定される。 

居住誘導区域内においても 0.5m 以上の浸
水が 72 時間以上（約 3 日間）継続する可
能性がある。 
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第３章 防災・減災上の課題の整理 

（１）防災・減災上の課題 

第２章で分析した本市の災害リスクと対応課題を、ハザードの種類別に改めて

整理します。 

 

■ハザード種類別の災害リスクと対応課題 

ハザード 災害リスク 対応課題 

洪水浸水深 

計画規模 

・市域の北側と南側で 0.5m 以上

浸水する地域が広がる。 

・居住誘導区域内では、渡瀬駅周

辺と東武伊勢崎線の東側の一部

で、0.5m 以上浸水区域の人口

が多く、垂直避難が不可能な建

物も多いため、水平避難が必要

な避難者が多く発生するおそれ

がある。 

・さらに、同エリアは避難路が浸

水するため避難行動に支障が生

じるおそれがある。 

・渡瀬駅南側では近くに避難所が

ないため、緊急的な避難が困難

となるおそれがある。 

■浸水被害の発生・拡大防止 

・河川の氾濫対策や、浸水被害の

発生・拡大防止により、浸水被

害を軽減する必要がある。 

■避難行動の支援 

・住民が的確な避難行動をとるこ

とにより、洪水時の被害を軽減

する必要がある。 

■避難路の安全性向上 

・洪水が発生あるいは発生のおそ

れがある際に、避難路が安全に

利用できる必要がある。 

■地域防災力の強化 

・住民の自助・共助による助け合

いを促進し、地域の安全性を高

める必要がある。 

洪水浸水深 

想定最大規模 

・市域の北側と南側で 0.5m 以上

浸水する地域が広がる。 

・居住誘導区域内では、渡瀬駅周

辺や館林バイパス沿道、城沼北

側に、0.5m 以上浸水する区域

の人口が多く、垂直避難が不可

能な建物も多いため、水平避難

が必要な避難者が多く発生する

おそれがある。 

・さらに、同エリアは避難路が浸

水するため避難行動に支障が生

じるおそれがある。 

・渡瀬駅南側、多々良駅周辺、館

林駅西側、東武伊勢崎線の西側

■避難行動の支援 

・住民の早期避難誘導できるよう

に体制を整えておく必要があ

る。 

■避難路の安全性向上 

（再掲） 

■地域防災力の強化 

（再掲） 

■医療・福祉施設の安全確保 

・医療・福祉施設には、避難行動

に支援が必要な要配慮者が多数

所在するため、要配慮者の安全

を確保する必要がある。 
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ハザード 災害リスク 対応課題 

では近くに避難所がないため、

緊急的な避難が困難となるおそ

れがある。 

・5.0m 以上浸水する医療・福祉

施設があるため、機能支障や施

設へのアクセスが困難となるお

それがある。 

洪水浸水 

継続時間 

・渡瀬駅周辺や東武伊勢崎線の東

側、館林駅東側の都市機能誘導

区域が 72 時間以上浸水継続す

るため、孤立するおそれがあ

る。 

■孤立対策 

・72 時間以上浸水が継続し孤立

すると衛生環境の悪化など様々

な問題が発生するため、日頃か

らの備えを進める必要がある。 

家屋倒壊等 

氾濫想定区域 

・家屋倒壊等氾濫想定区域の氾濫

流及び河岸侵食は、いずれも居

住誘導区域及び都市機能誘導区

域内に存在しない。 

－ 
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第２章で分析した本市のハザード種類別の対応課題を以下の通り整理しまし

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 37 ハザードに対する課題図 

 

  特に、本市は 0.5ｍ以上の浸水が 72 時間以上継続するエリアが複数存在してい 

るため、水平避難や広域避難も含めた避難体制を構築することや避難の支援、避 

難経路の安全性の向上等の対策が必要となります。 

 また、医療・福祉施設は、市街化調整区域に立地している施設においては、水 

害時に 0.5ｍ以上浸水するだけでなく、市の南部では計画規模で５ｍ以上浸水する 

施設も存在しているため、安全確保のため、都市機能誘導区域等への移転促進や 

避難体制の確立等の対策が必要となります。 

 

  

都市施設 
・計画規模で近くに避難所がなく

避難困難リスクあり 

・避難のための支援が必要 

都市施設 
・想定最大規模で近く

に避難所がなく避難

困難リスクあり 

・避難のための支援が

必要 

・早期避難誘導の対策

が必要 

 浸水継続時間 
・孤立する可能性 

・住民への備蓄対策の呼び掛けが必要 

・水平避難・広域避難体制の構築が必要 

道路 
・計画規模で道路冠水の可能性 

・道路の浸水対策、避難経路の確保が必要 

道路 
・計画規模で道路冠水の可能性 

・道路の浸水対策、避難経路の

確保が必要 

道路 
・想定最大規模で道路冠水の可能性 

・避難経路の確保が必要 

道路 
・想定最大規模で道路冠水の可能性 

・避難経路の確保が必要 

浸水深 
・計画規模で 0.5m 以上浸水 

・洪水に備えた建物浸水対策が必要 

・住民の的確な避難行動を促すことが必要 

洪水浸水深 
・想定最大規模で 0.5m 以上浸水 

・早期避難誘導の対策が必要 

浸水深 
・想定最大規模で 0.5m 以上浸水 

・早期避難誘導の対策が必要 

浸水深 
・計画規模で 0.5m 以上浸水 

・洪水に備えた建物浸水対策が必要 

・住民の的確な避難行動を促すこと

が必要 

医療・福祉施設 
・市街化調整区域に立地す

る施設は、計画規模で

0.5ｍ以上浸水 

・特に市の南部では、計画

規模で 5ｍ以上浸水 

・水害時の安全確保が必要 
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（２）地区ごとの災害リスクの整理 

立地適正化計画に定められている中心拠点（館林駅周辺地区）及び地域拠点

（成島駅南周辺地区、城沼東部地区）の３つの地区について災害リスクを整理し

ました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 38 個別評価地区の設定位置 

  

Ａ．館林駅周辺地区 

Ｃ．城沼東部地区 

Ｂ．成島駅南周辺地区 
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個別評価地区ごとの災害リスクの整理結果を以下に示します。なお、表頭の英

字は、前ページの地区名称の前に振った数字と一致しています。 

「Ａ．館林駅周辺地区」は、計画規模では、浸水深 0.5m 以上の区域に居住者

が多いものの垂直避難は可能な建物が多いです。一方で、道路が浸水するため避

難困難のリスクがあります。想定最大規模では、浸水深 0.5m 以上の区域に居住

者が多く垂直避難は不可能な建物が多いため、垂直避難が不可能となります。ま

た、浸水継続時間が 72 時間以上のため孤立のリスクがあります。 

「Ｂ．成島駅南周辺地区」は、計画規模では、大きな災害リスクは想定されま

せんが、想定最大規模では、浸水深 0.5m 以上の区域に居住者が多いものの垂直

避難は可能な建物が多いです。一方で、道路が浸水するため避難困難のリスクが

あります。また、避難所から離れているため避難困難のリスクがあります。 

「Ｃ．城沼東部地区」は、計画規模、想定最大規模ともに、浸水深 0.5m 以上

の区域の居住者や垂直避難不可能建物は多くないものの、避難所から離れてお

り、道路が浸水するため避難困難のリスクがあります。想定最大規模では、浸水

継続時間が 72 時間以上のため孤立のリスクがあります。 

 

■個別評価地区の災害リスク整理 

災害リスクの整理 Ａ Ｂ Ｃ 

計画規模において垂直避難不可能建物が多い － － － 

想定最大規模において垂直避難不可能建物が多い ● － － 

計画規模において浸水深 0.5m 以上の区域の居住者が多い ● － － 

想定最大規模において浸水深 0.5m 以上の区域の居住者が多い ● ● － 

計画規模において避難所から 500m 以上離れた避難困難リスク

のある区域が多い 

－ － ● 

想定最大規模において避難所から 500m 以上離れた避難困難リ

スクのある区域が多い 

－ ● ● 

計画規模において 0.5m 以上浸水する医療施設がある ● － ● 

想定最大規模において 0.5m 以上浸水する医療施設がある ● ● ● 

計画規模において 0.5m 以上浸水する福祉施設がある ● － ● 

想定最大規模において 0.5m 以上浸水する福祉施設がある ● ● ● 

計画規模において 0.5m 以上道路が浸水する避難困難リスクの

ある区域が多い 

● － ● 

想定最大規模において 0.5m 以上道路が浸水する避難困難リス

クのある区域が多い 

● ● ● 

72 時間以上浸水する孤立リスクのある区域が多い ● － ● 
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第４章 防災まちづくりの将来像及び取組方針 

（１）防災まちづくりの将来像 

第２章における災害リスクの分析や、第３章における防災・減災の課題の整理

結果を踏まえて、本市の都市防災の基本方針である「地域防災力の向上による 

安全で安心なまちづくり」の実現に向けて、災害に強いまちづくりを進めます。

さらに、居住誘導区域内の防災・減災対策を計画的かつ着実に取り組むことで、

「館林市第６次総合計画」の基本目的Ⅰ「安全と環境」の 01「防災」に掲げる施

策目的の実現を目指します。 

 

１）館林市都市計画マスタープラン（令和 3年 3月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 39 都市防災の基本方針（館林市都市計画マスタープラン） 

 

２）館林市第６次総合計画（令和 3年 3月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 40 防災の施策目的（館林市第６次総合計画） 
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（２）基本的な取組方針 

防災まちづくりを進めるにあたって、災害時に被害が発生しないようにする取

組、被害を低減するための施設整備の取組、確実な避難など被害の軽減や早期復

旧のための取組を、組み合わせた対策を講じる必要があります。 

計画規模の災害に対しては、ハードとソフトの両面の対策によりリスク低減を

図るとともに、リスク回避の取組も行うことで、「人命もまちも守られる」目標

レベルの達成を目指します。また、想定最大規模の災害に対しては、リスク低減

（被害低減のためのハード）での対策では限界があることから、リスク低減（被

害の軽減・早期復旧・復興のためのソフト）の対策を中心に行うことで「人命が

守られ、被災してもまちの立ち直りが早い」目標レベルの達成を目指します。 

 

リスク回避 災害時に被害が発生しないようにする（回避する）ための

取組 

リスク低減（ハード） 被害を低減するための施設整備等 

リスク低減（ソフト） 確実な避難や経済被害軽減、早期の復旧・復興等の取組 

 

 

図 41 リスク対策の考え方のイメージ 

  

想定最大規模

計画規模

目標

リスク低減（ソフト）
被害の軽減・
早期復旧・復興のための取組

リスク低減（ハード）
被害を低減するための施設整備等

リスク回避
被害が発生しないようにする
ための取組

時間軸

災害規模
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対応課題に対する取組方針を、リスク回避、リスク低減（ハード）、リスク低

減（ソフト）の分類別に整理した結果を以下に示します。なお、表頭の英字は、

立地適正化計画に定められている中心拠点及び地域拠点に割り振った番号と一致

しています。 

■対応課題に対する取組方針 

対応課題 分類 取組方針 地区 No 

Ａ Ｂ Ｃ 全域 

浸水被害の発生・

拡大防止 

回避 ・ハザードエリアの開発抑制 

・安全な居住誘導区域への居住の誘導 

● － － ● 

低減 

（ハード） 

・河川整備の推進 

・自然の保水機能の保全 

● ● － ● 

低減 

（ソフト） 

・水平避難・広域避難体制の構築支援 ● ● ● ● 

避難行動の支援 回避 － － － － － 

低減 

（ハード） 

・情報発信手段の整備 

・避難先の安全性の向上 

● ● ● ● 

低減 

（ソフト） 

・情報発信体制の整備 

・安全な避難先の確保 

● ● ● ● 

避難経路の安全

性向上 

回避 － － － － － 

低減 

（ハード） 

・道路拡幅や歩道の整備 

・無電柱化の推進 

● ● ● ● 

低減 

（ソフト） 

－ － － － － 

地域防災力の強

化 

回避 － － － － － 

低減 

（ハード） 

・自主防災組織の防災活動の支援 

・防災上重要な施設の堅ろう化 

● ● ● ● 

低減 

（ソフト） 

・災害リスクの周知 

・市民の防災意識の向上 

● ● ● ● 

医療・福祉施設の

安全確保 

回避 ・医療・福祉施設の移転促進 － － － ● 

低減 

（ハード） 

・医療・福祉施設の安全確保 

・医療・福祉施設へのアクセスの早期復旧 

－ － － ● 

低減 

（ソフト） 

・医療・福祉施設の避難体制の確立 

・避難行動要支援者への支援 

－ － － ● 

孤立対策 回避 － － － － － 

低減 

（ハード） 

・防災備蓄品の拡充 ● － ● ● 

低減 

（ソフト） 

・備蓄の啓発 ● － ● ● 
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第５章 具体的な施策、スケジュール、目標値 

（１）具体的な取組施策 

具体的な取組内容を整理した結果を以下に示します。 

■取組方針に対する取組内容 

分類 取組方針 取組内容 

回避 ・ハザードエリアの開発

抑制 

・開発許可基準の見直し 

・安全な場所への移転促進 

 ・医療・福祉施設の移転

促進 

・安全な居住誘導区域へ

の居住の誘導 

低減 

（ハード） 

・河川整備の推進 ・堆積土砂の浚渫 

・河川事業の推進 

・排水施設の整備・改修 

・自然の保水機能の保全 ・用水路等の整備・改修、計画的な維持管

理 

・農地等所有者への適正管理の指導 

・情報発信手段の整備 ・住民等への情報伝達手段の多様化 

・避難先の安全性の向上 ・避難場所・避難所の浸水対策の促進 

・道路拡幅や歩道の整備 

・医療・福祉施設へのア

クセスの早期復旧 

・土地区画整理事業等による避難路の整備 

・歩行空間の利便性・安全性を向上させる

ための道路の整備 

・無電柱化の推進 ・無電柱化事業の促進 

・自主防災組織の防災活

動の支援 

・防災活動に必要な資機材の整備等の助成 

・防災上重要な施設の堅

ろう化 

・地域防災計画に掲げる防災上重要な施設

の災害に対する構造の堅ろう化を図る 

・医療・福祉施設の安全

確保 

・医療・福祉施設の浸水対策の促進 

・防災備蓄品の拡充 ・備蓄物資等のさらなる充実 
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分類 取組方針 取組内容 

低減 

（ソフト） 

・水平避難・広域避難体

制の構築支援 

・避難誘導計画の更新 

・水平避難・広域避難の推進 

・情報発信体制の整備 ・防災情報の多言語化 

・大雨・洪水タイムラインの見直し 

・安全な避難先の確保 ・避難場所・避難所の指定 

・災害リスクの周知 ・ハザードマップの更新・周知 

・市民の防災意識の向上 ・防災士の活動支援 

・自主防災組織での防災訓練の実施支援 

・防災出前講座や防災教育による市民の自 

助・共助意識の高揚 

・医療・福祉施設の避難

体制の確立 

・避難確保計画の策定支援 

・医療・福祉施設の避難訓練の実施支援 

・避難行動要支援者への

支援 

・避難行動要支援者名簿の作成 

・避難行動要支援者名簿を活用した訓練の

実施支援 

・個別避難計画の策定支援 

・福祉避難所の指定 

・備蓄の啓発 ・家庭・事業者における備蓄の促進 
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（２）施策のスケジュール 

具体的な取組内容の目標時期を以下に示します。 

 

■取組内容の目標時期 

分類 取組内容 実施主体 
 目標  

短期 中期 長期 

回避 ・開発許可基準の見直し 県、市    

・安全な場所への移転促進 市    

低減 

（ハード） 

・堆積土砂の浚渫 市    

・河川事業の推進 国、県、市    

・排水施設の整備・改修 市    

・用水路等の整備・改修、計画的な

維持管理 
市 

   

・農地等所有者への適正管理の指導 市    

・都市施設への止水版の設置、民間

施設への止水板等の浸水対策の指

導 

市 

事業者 

   

・住民等への情報伝達手段の多重化 市    

・避難場所・避難所の浸水対策の促

進 
市 

   

・土地区画整理事業等による避難路

の整備 
市 

   

・歩行空間の利便性・安全性を向上

させるための道路の整備 
市 

   

・無電柱化事業の促進 県、市    

・防災活動に必要な資機材の整備等

の助成 
市 

   

・地域防災計画に掲げる防災上重要

な施設の災害に対する構造の堅ろ

う化を図る 

市 

   

・医療・福祉施設の浸水対策の促進 市    

・備蓄物資等のさらなる充実 市    
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分類 取組内容 実施主体  目標  

短期 中期 長期 

低減 

（ソフト） 

・避難誘導計画の更新 市    

・水平避難・広域避難の推進 市    

・防災情報の多言語化 市    

・大雨・洪水タイムラインの見直し 市    

・避難場所・避難所の指定 市    

・ハザードマップの更新・周知 市    

・防災士の活動支援 市    

・自主防災組織での防災訓練の実施

支援 
市 

   

・防災出前講座や防災教育による市 

民の自助・共助意識の高揚 
市 

   

・避難確保計画の策定支援 市 

事業者 

   

・医療・福祉施設の避難訓練の実施

支援 

市 

事業者 

   

・避難行動要支援者名簿の作成 市    

・避難行動要支援者名簿を活用した

訓練の実施支援 
市 

   

・個別避難計画の策定支援 市    

・福祉避難所の指定 市    

・家庭・事業者における備蓄の促進 市    
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（３）目標値 

防災指針における評価指標及び目標値は、館林市地域防災計画や館林市強靭化計画等の

各種関連計画で定められている以下の土地利用やまちづくりに関する指標とします。 

 

■防災指針における指標及び目標値 

評価指標 基準値 

（年度） 

目標値 

（年度） 

居住誘導区域内における洪水浸水深L1計画規

模 0.5m 以上の箇所に居住する人口割合 
55.70％（R2） 

基準値以下

（R12） 

土地区画整理完了率 54.20％（R4） 62.80％（R9） 

地区防災計画の策定率 42.40％（R5） 85.00％（R12） 

市道の整備率 38.90％（R5） 39.60％（R12） 

 

 

 

 


